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１．はじめに 

 

我が国の航空規制緩和は 1986年 6月の 45・47体

制（いわゆる航空憲法）の廃止に始まる。その後 1996

年の幅運賃制の導入を経て、2000年 2月の改正航空

法の施行により安全確保を前提に需給調整規制が廃

止された。これにより航空会社は路線の参入撤退及

び運賃設定の自由を得た。 

この間に利用者にとって話題を集めたことは、

1998 年に運航を開始したスカイマークエアラインズ

と北海道国際航空（以下 ADOと呼ぶ）の新規参入で

ある。これにより、既存の大手航空会社が運賃の割

引率を拡大させ、主要幹線利用者の便益を向上させ

る効果がみられた。その一方で地方部の非幹線路線

利用者にとっては、価格及びサービス水準（以下 LOS

と呼ぶ）格差の拡大と不採算路線撤退への不安をも

たらしている。 

1994年 6月の運輸省航空審議会では「不採算路線

を廃止してもやがて小規模なコミューター会社が出

現し、市場経済の原理にのっとり、それぞれの地域

条件に合った最適企業が交通機能を充足する」との

論理から「不採算路線からの既存航空会社の撤退も

止むを得ない」という答申も出されている。これは、

関係する地方自治体にとって「地域間競争」の始ま

りを意味する。 

そこで本研究では、航空規制緩和政策の実施に伴

い航空会社が不採算路線の LOSを低下させ、最終的 
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には撤退することも起こり得るという状況の現状確

認をまず行う。その上で、この状況に対して地方自

治体がどのような施策を講ずるべきか提言を行い、

さらに施策実行の際の判断指標の開発を試みる。 

具体的には、以下の 2点を本研究で分析する。 

• 地方自治体が行う施策の意思決定支援のモデルフ
レームを明らかにする。 

• 一部の施策に対する地域住民の意向を把握する。 

 

２．モデルフレームと分析手法 

 

(1) モデルフレーム 

航空規制緩和を対象とする際に、航空会社や旅行

業者などの民間活動として行われる商品化と顧客シ

ェアの拡大については、本分析の対象とはしない。

これは規制緩和が市場にもたらす影響は一般化して

記述することが困難なためである。そこで市町村な

どの地方自治体と利用者に着目し、規制緩和の影響

を間接的に捉える事でそれぞれが得る便益を計測し、

それを改善するためのシナリオを最適化する手法の

開発を本研究では行う。 

ここで便益の改善シナリオを最適化する手法であ

るが、利用者や地域住民は、全体最適を行っている

のではなく、主体の自主性の下に部分最適を行い、

意思決定をしている、と仮定する。これは他の主体

が取る全戦略を把握することが不可能であるためで

あり、不完全情報下におけるゲームを仮定している

ことになる。現実の意思決定は、全選択肢が認識不

可能であるために、全体最適を得る「最適解」行動

を取ることができず、限定的な認識の下で部分最適

を得る「説得解」行動が取られている。本モデルで

はこのプロセスを記述する。各主体が持つ「説得解」

を理想的な「最適解」に漸近させるために情報を提

示することが行政の重要な役割と考え、この計画手



法を提示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－１ モデルの概念図 

本論文では図－１に示すモデルフレームにより航

空規制緩和の影響を分析することとする。地方空港

を管理する地方自治体は就航路線を活用した地域振

興を目的として、利用者とエアラインに対して必要

な情報提供を行い、また施策を実施する。先述した

ようにここで想定する施策とは、決してエアライン

などの民間経済活動を圧迫するような、即ち実質的

な規制に繋がるような施策を指すものではない。む

しろ規制緩和によって自由を得たエアラインが、積

極的に路線に参入し、結果的に地域が最適状態に達

する事を目的とした施策である。具体的には以下の

a)、b)が考えられる。 

a) 利用者に対する地方自治体の施策 

地方空港を管理する自治体等は当該地域住民も参

加して、他地域の住民に対して需要喚起の為の施策

を講ずる。具体例としては観光地の情報を発信した

り、他地域との差別化を進めたりすることである。

これにより当該空港利用の潜在的需要が創出される。 

次にこれを顕在化するための施策を講ずる。例え

ば空港アクセス情報を発信したり、利用者に対する

特典を提供したりする等がある。 

こうして需要が顕在化すれば、エアラインや旅行

業者が市場原理に基づいて商品化を行うと考える。 

b) エアラインに対する地方自治体の施策 

従来から実施されている着陸料の引下げやチャー

ター便への優遇措置等の他に、格納庫等の空港施設

の拡充、コミューターを含む新規参入会社に対する

優遇措置を講ずる等が考えられる。またこれらを的

確に情報発信する必要がある。 

このような施策によりエアラインは自らの LOSを

変化させると考えられる。この LOSの変化が、再び

利用者の需要に影響を与え、一連の環が作られる。 

 

(2) 分析手法 

次に地方自治体が打つ施策の最適化手法を示す。

前節で例示したように地方自治体が取る施策には

様々なものが考え得るが、どの施策をどの時点で実

施すると効果的かが重要になる。そこで目的関数を

「一定期間に地方自治体が取る施策による地域の利

得便益」とし、これを最大にする施策の組み合わせ

とその実施時期を決めるという問題設定である。 

具体的な最適化手順を以下に示す。 

1) 地方自治体の施策案が n個あるとすると、実施施
策の組合せは

n2 通りある。それぞれの施策を

( )n
i iP 21 ≤≤ とする。またある時点 tにおいて施

策 iPを実施した場合に 1+t 時点で発現する地域

の便益 ( )tiB ,= と何も施策を講じない場合の便益

( )twithoutB ,= の差を tiB ,∆ とする。 

2) 地域の利得便益 tiB ,∆ にバリュー・アット・リス

ク（以下 VaR と呼ぶ）手法を適用し、算出され

たものを ( )tiBVaR ,∆ とする。ここで 1+t 時点での

利得便益の最大値、平均値、最小値は式(2.1)のよ

うに表される。 
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3) 2)で算出された tiB ,∆ の最大値、平均値、最小値

のそれぞれについて、次の 1+t 時点における実

施施策の検討を行う。 

4) 以上 2)、3)を tが予測期間T になるまで繰り返す。 
5) 予測期間T の間に実行された施策によってもた
らされた地域の利得便益の総和は 

∑
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である。即ちこれは本モデルの目的関数であり、
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これを最大化するための施策の組み合わせを地

方自治体が行う施策と決定する。 

6) ここで制約条件として施策実施費用をCとする

とき 0>−CB　 であること、及び式(2.1)の tiB ,∆ が

全ての時点で最小となった場合に 0<B となら

ないことが必要である。 

以降、3章では我が国の地方空港における航空規制

緩和政策と旅客数変動の関係を示す。4章では旭川空

港をケーススタディとして、本章で提案したモデル

フレームの適用において必要となる「施策に対する

地域住民の便益計測」を行う。実際には、施策に対

する便益変化を VaRで計測することが必要となるが、

これには工夫が必要である。そこで、本研究では地

域住民の負担を外部変動要因と捉え、ある施策の導

入をシミュレートしている段階に止まっている。 

 

３．我が国の航空規制緩和と利用実態 

 

1978年にアメリカで航空規制緩和法が成立し、こ

の潮流は世界中に影響を及ぼすことになった。航空

業界はその性格上、国内だけを規制によって保護し

ても国際競争から逃れることはできない。従って保

護政策を継続することは国の航空市場を縮小させ、

結果的には航空業界の弱体化をもたらすことになる。

グローバル化時代において、航空規制緩和は不可避

であり、仮に規制緩和によって状況が悪化するので

あれば、規制以外の方策を検討すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

図－２ 国内航空旅客数の推移 

図－２は1993～2000年度の我が国における国内線

航空旅客数の推移及び伸び率を示したものであり、

この図から以下のことが分かる。1) 全体の航空利用

者数は増加し続けているものの伸び率は鈍化しつつ

ある。2) 幹線のみを抽出すると利用者数は増加傾向

を示している。3) 非幹線路線では利用者数は頭打ち

となり、伸び率も 2000 年には 100%を下回った。こ

れは地方部の空港や鉄道、高速道路の整備が進み需

要が分散していることに加えて、規制緩和により非

幹線路線の航空 LOSが幹線のそれと比較して相対的

に低下していることも原因と推測される。 

 

４．旭川空港の利用実態 

 

ここからは旭川空港をケーススタディとして地方

自治体の施策に対する住民の意向を明らかにする。

旭川空港は旭川市が管理する第 2 種(B)空港であり、

本研究のモデルに馴染みやすい。 

 

(1) 旭川空港を取り巻く環境 

a) 新千歳空港との競合 

旭川空港は新千歳空港との競合が指摘されている。

新千歳空港には1998年12月、羽田空港との間にADO

が新規参入し、価格を中心とした LOS が向上した。

加えて旭川－新千歳空港間の鉄道輸送の利便性が向

上したことも、旭川空港の利用者減少の原因のひと

つであると考えられる。 

b) 旭川空港利用者数の変化 

 

 

 

 

 

 

図－３ 旭川空港圏域居住者の空港選択状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－４ 旭川空港圏域図 

図－３は平成 5年度、11年度の航空旅客動態調査

より旭川空港と新千歳空港を、それぞれ旭川市及び

旭川空港圏域（平成 11年度分を図－４に図示）居住

者が地域の人口 1 万人に対して何人が選択している
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かを示したものである。図－３より旭川市、旭川空

港圏域居住者ともに旭川空港の利用が減少し、新千

歳空港へ流出していることが分かる。 

 

(2) 旭川空港利用実態調査 

旭川空港の利用実態を地元の視点で捉え、同空港

に対する市民の意向を把握することを目的として

2001 年 11月 8 日～10 日、旭川市において航空関係

者 7名に対しヒアリング調査を、また同年 12月に旭

川市在住の 60名を対象に郵送配布、郵送回収による

アンケート調査を実施した。 

ヒアリング調査の中で旭川空港は a) 航空運賃、b) 

航空ダイヤ、c) 空港アクセスについて課題が多いこ

とが分かり、その具体を以下にまとめる。 

a) 航空運賃 

航空運賃は ADOの就航以来、大手 3社の割引運賃

も含めて新千歳空港の優位性が高まり、旅行費用を

抑える傾向が強い観光利用者の流出が多い。 

b) 航空ダイヤ 

もともと新千歳－羽田間は高密度輸送が実施され

ていた。一方、旭川－羽田間は需要の低迷から減便

も余儀なくされ、一層の利用者流出を招いている。 

また旭川空港にナイトステイのための設備等が整

備されていないために、始発・最終便が羽田発着の

需要に応じて設定されていることである。従って旭

川側の利用者の不満は、東京での滞在時間を確保す

る為に、前後の予定に影響を与えることである。 

c) 空港アクセス 

旭川空港への公共交通機関によるアクセスはバス

のみである。一方、駐車場が日数制約なし、かつ無

料で利用できることから、自動車利用者がアクセス

交通手段の大半を占めている。また旭川市以外から

の利用者の場合、旭川－新千歳空港間は JRが約 2時

間で到達可能であり、そのまま JRで新千歳空港へ直

行するケースが多い。 

 

(3) アンケート調査 

旭川空港が旭川市を含む周辺自治体により設立さ

れた主体によって運営されると想定し、この主体の

働きによって東京日帰りを可能にするような航空ダ

イヤが設定（具体的には旭川発 7：20、旭川着 22：

30と 23：30の 3便を増便）された、という条件を提

示し、仮想市場評価法（以下 CVMと呼ぶ）で評価し

た。支払意志額（以下WTPと呼ぶ）は旭川市内の全

世帯が各世帯 1 年に 1 度だけ徴収されるものとして

尋ねた。 

図－５は旭川－東京間の増便に対するWTPの賛成

率を示したものである。これより WTP は 28,802 円

となった。旭川市の世帯数より総支払意志額は約 42

億円である。この計画が仮に実施に移されたとする

と、必要となる経費はナイトステイ格納庫など地上

設備の建設費とその維持管理費、及び航空会社の運

航経費を全て合計しても初年度で年間約 18.6億円で

あることと比較して、かなり高いWTPと言える。 

 

 

 

 

 

 

 

図－５ WTP の賛成率 

 

(4) 考察 

旭川－東京路線において早朝に旭川出発、夜間に

旭川到着の便がないことが利用低迷の一因であるこ

と、またこの改善策として機材のナイトステイに対

して利用者の強い関心があることが示された。 

 

５．おわりに 

 

本研究で得られた成果は以下の 2点である。 

• 地方空港を管理する地方自治体が、規制緩和に対
応した施策の実施についての意思決定を支援する

モデルフレームを提案した。 

• 旭川空港をケーススタディとして、旭川市の空港
施策に関する旭川市民の意向が明らかとなった。 

今後はモデルフレームを旭川空港に適用し、その

適合性を確認し、講演時に示す予定である。 
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